自治労北海道本部各単組委員長   様
新たな給与独自削減反対など全道庁労連「１月闘争」への激励に対するお礼
日頃から、自治労運動の先頭で御奮闘されていることに敬意を表するとともに、私たち全道庁労連の今次「１月闘争」に対する御支援に心から感謝申し上げます。

全道庁労連は、高橋知事・道当局が、道財政における多額の収支不足が来年度以降も生ずる見込みであることを理由に、これまでの約束をまたしても反故にして、さらに給与独自削減を来年度以降3年間実施するとの提案を強行して以降、北海道地公三者共闘会議（全道庁労連・北教組・自治労北海道本部）に結集し、独自課題と合わせて２時間のストライキを配置しながら、組織の総力をあげて反対闘争を展開してきました。

労使交渉では、知事・道当局に対して「独自削減提案」の撤回を求め、激しい攻防・交渉となりましたが、約束を反故にしたことについて「謝罪」をさせ、「財政悪化の原因は人件費や職員に責任はない」ことや「道財政運営を担うトップである知事や副知事に責任がある」との回答を示させることはできたものの、一方では、「財政健全化団体転落回避のため御理解いただきたい」とし、責任の取り方について「現行の縮減措置を継続することが必要と判断した」とひたすら繰り返す道当局との間で、平行線が続きました。

しかし、今年度で独自削減を終わらせたいと全道各地から交渉に集まった多くの組合員の声を背景に、一般職については撤回し、道庁幹部を除く管理職員についても人件費に頼らない道財政を確立するために、削減幅を低減するよう追及したところ、1月20日の3回目交渉では、「縮減措置には協力をお願いしなければならない」と不満な姿勢は示しつつも、「縮減率の段階的な低減や、毎年度の協議のあり方などについて最終的な検討を行っている」と踏み込んだ姿勢を示したことから、提案の撤回を基本とする、組合員・家族の厳しい生活実態を踏まえた提案内容の具体的な修正について、最終交渉で回答するよう求めてきました。

こうした中で、私たちは、提案撤回の基本要求を掲げつつ、これ以上の生活悪化を許さず、人件費に頼らない道財政運営の確立に向け、従来規模を上回る超勤点検・拒否などの諸戦術や、延べ350人を結集しての座り込み行動などを展開するとともに、①人件費に頼らない道財政運営の確立、②地方財政の確立に向け、知事を先頭に「オール北海道」で国への働きかけを強化すること－等について、民主党北海道や連合北海道とともに構成している「地方切り捨てを許すな！地方財政確立道民会議」における全道各地でのチラシ配布や街頭宣伝行動などで訴えてきました。

こうした取り組みを展開する中で、1月27日午前７時３０分より副知事との最終交渉を実施し、一般職員については5.5％を4.8％にし、H25年度から0.3％ずつ低減、そのうち、30歳以下の職員は４％を３年間、本庁主幹相当職の管理職員は提案どおり９％をスタートにH25年度から0.3％ずつ低減することとなり、さらに、査定昇給についても「上位区分だけではなく下位区分も含めて3年間凍結する」との回答を引き出すことができました。

また、最終の指摘・確認において、「提案撤回」の基本要求からすれば不満ですが、段階的な削減率の低減と毎年度における圧縮について話し合うなど、道当局が具体的に提案内容を修正したことは、3年後には人件費に頼らない道財政運営を確立するという決意を示したギリギリの譲歩と判断し、戦術を変更したところです。

詳細は、自治労道本部の会議などを通じて報告させていただきますが、この間の各種取り組みへの御協力や私たちに対するあたたかい激励行動に改めて深く感謝を申し上げ、お礼とさせていただきます。ありがとうございました。
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